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 地域別最低賃金額改定の目安について、全国加重平均で＋55円、引上げ率にして 4.9％と示され

ました。 

 最低賃金法第９条第２項に定める三要素のデータを丁寧に、かつバランスよく見て、昨年度より

も低い水準となりましたが、中東情勢の影響を受けている中小・小規模事業者や、価格転嫁できな

い中小・小規模事業者が多く存在していることを踏まえれば、非常に厳しい数字です。 

 

また、地域間格差の是正については、Ｂランク、Ｃランクにおいて、Ａランクよりも 2 円高い、

＋56円となりました。最低賃金引上げの影響率が高いことから、より一層の生産性の向上、価格転

嫁の推進が必要となります。 

 

厳しい決定ではありますが、公労使間での丁寧な議論の結果であることから、受け止めざるを得

ないものと考えます。 

 

今後は、地方最低賃金審議会において、令和８年６月 23 日にとりまとめられた「令和７年度地

方最低賃金審議会の審議結果を踏まえた論点と考え方の整理」における「対応方針」に十分に留意

しながら、自主性を発揮した議論が展開されることを期待しております。 

 

三要素のうち通常の事業の賃金支払い能力については、中小・小規模事業者の受ける中東情勢の

影響や、価格転嫁の状況を十分に踏まえて議論を行うことが、地域の雇用を守るために必要不可欠

です。 

 

また、企業が改定後最低賃金額に応じた引上げのために必要とする準備期間（給与規程等の改定、

取引先との価格交渉等に要する期間）、および年収の壁（健康保険被扶養者・第 3 号被保険者の基

準額である年収 130万円の壁等）による就業調整への対応についても、公労使間で十分に議論すべ

きであります。 

 

最後に、政府に対しては、賃上げ原資確保のための生産性向上支援策や、価格転嫁のより一層の

促進、「年収の壁」の撤廃を含めた税・社会保障の抜本的な見直しを求めたいと思います。 

 

以上 


